
◎特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律等の一部を改正する

法律 
（平成一九年六月一三日法律第八四号）   

一、提案理由（平成一九年四月二五日・衆議院経済産業委員会） 

○甘利国務大臣 特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律等の一部を改正する法律案

につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 我が国においては、供給安定性や環境適合性にすぐれている原子力発電を基幹電源と

して位置づけており、これを的確に推進していくため、原子力発電に伴って生じる使用

済み燃料を再処理し、有用物質を回収して再び燃料として利用する核燃料サイクルを推

進することを基本方針としております。この核燃料サイクルを確立するためには、再処

理等の工程から発生する放射能濃度が高い放射性廃棄物等を安全かつ確実に最終処分す

ることが必要不可欠であります。 

 このため、原子力発電環境整備機構が行う最終処分の対象となる放射性廃棄物の範囲

を拡大するとともに、最終処分を行う事業者に災害の防止を図るための措置を義務づけ

ること等の措置を講ずることにより、最終処分の円滑な実施と安全の確保を図ることを

目的として、本法律案を提出いたしました。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律の一部改正であります。 

 原子力発電環境整備機構による最終処分の対象に、再処理等の工程で使用済み燃料等

によって汚染された機器等の放射性廃棄物や、この放射性廃棄物のうち国外の再処理等

で発生したものとの引きかえに国内に返還される放射性廃棄物を追加するとともに、こ

れらの放射性廃棄物を発生させた再処理施設の設置者等に対し、その最終処分に要する

費用を原子力発電環境整備機構に拠出することを義務づけることとしております。 

 第二に、原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理

に関する法律の一部改正であります。 

 国外の再処理等で発生した放射性廃棄物との引きかえに国内に返還される放射性廃棄

物を最終処分の対象に追加したことに伴い、発電用原子炉の設置者が行った発電により

生じた使用済み燃料の再処理等に要する費用に充てるために積み立てる積立金の金額に

ついて、その変更を可能とする規定を設けることとしております。 

 第三に、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部改正でありま

す。 

 放射能濃度が高い放射性廃棄物の最終処分を行おうとする事業者を許可に係らしめる

とともに、坑道の閉鎖の際に閉鎖措置計画を定めて認可を受けなければならないこと等

の安全規制を整備することとしております。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 



二、衆議院経済産業委員長報告（平成一九年五月一五日） 

○上田勇君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、原子炉における使用済み燃料の再処理等の工程から発生する、深部の地層中

での処分が必要となる放射性廃棄物などの最終処分を計画的かつ確実に実施することが

必要であることにかんがみ、処分の対象となる廃棄物の範囲を拡大するとともに、処分

費用の確保及び処分を安全に実施するための規制等について必要な措置を講ずるもので

あります。 

 本委員会においては、四月二十五日甘利経済産業大臣から提案理由の説明を聴取した

後、質疑に入り、五月十一日質疑を終了いたしました。質疑終局後、討論、採決を行っ

た結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年五月一一日） 

  我が国のエネルギーの安定供給確保及び地球温暖化対策に効果的に取組むに当たっ

ては、原子力発電の着実な推進が不可欠であり、その前提となる核燃料サイクルの早期

の確立が重要な要件となることにかんがみ、政府は、本法施行に当たり、次の諸点につ

いて適切な措置を講じるべきである。 

一 核燃料サイクルの円滑な実施には放射性廃棄物の適切な処分が必要不可欠であるこ

と及び電力供給の最終的責任は国が有することにかんがみ、関係自治体の協力のもと、

国の積極的な取組みを前提としつつ、高レベル放射性廃棄物の最終処分地が遅滞無く確

実に選定されるよう、最終処分事業等に関する広報活動について早急に検討を行うこと。

その際、最終処分地選定に至るスケジュール、手順を明確にし、処分に関する研究を公

開するなどして広く国民の理解を得るよう努めること。 

二 安全確保に基づく国民の信頼が原子力政策遂行の根幹であることにかんがみ、今般

明らかになった一連の改ざん・隠ぺい等の不正行為によって損なわれかねない原子力政

策に対する信頼を回復するため、国・事業者は地元関係者を始めとする国民との間の信

頼関係の構築に努めるとともに、より実効性ある検査のための制度の見直しなど原子力

安全対策に万全を期すること。 

三 原子力発電の安定的な運転及び原子力産業の発展を確実なものとするとともに、我

が国の技術面での国際的な貢献にも資するよう、核燃料サイクルに関する技術及び使用

済燃料の再処理・放射性廃棄物の処分技術に関し、原子力発電を推進する先進諸外国と

協力し、より安全な処理処分技術の確立に向けて、十分な予算の確保に努めるとともに、

関係各省の連携のもと最大限の努力を傾注すること。併せて、大学等とも連携しつつ継

続して人材の育成・確保に努め、原子力に関する技術・技能レベルが保持されるよう万

全を期すること。 



四 現下の国際エネルギー情勢の急速な変化にかんがみ、平成二十二年における本法の

見直しに当たっては、右の内容を十分踏まえて必要な措置を講じること。 

三、参議院経済産業委員長報告（平成一九年六月六日） 

○伊達忠一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、審査の経過と結果を御

報告申し上げます。 

 本法律案は、第一に、原子力発電環境整備機構が行う放射性廃棄物の最終処分の対象

範囲を拡大し、その費用に充てるための拠出金の納付を再処理施設等設置者に義務付け

る、第二に、放射能濃度が一定の基準を超える放射性廃棄物を地層処分しようとする事

業者に対して核燃料物質等による災害の防止を義務付ける等の措置を講ずるものであり

ます。 

 委員会におきましては、一つ、核燃料サイクルの着実な推進に向けての方策、一つ、

高レベル放射性廃棄物の最終処分地選定の在り方、一つ、原子力施設における安全確保

等の諸問題について質疑が行われました。 

 質疑を終了し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年六月五日） 

 原子力発電に伴う使用済燃料の再処理後に生ずる特定放射性廃棄物の最終処分は、原

子力政策を着実に進めていく上での最重要課題の一つであることに鑑み、政府は、本法

施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 特定放射性廃棄物の最終処分事業については、その重要性に鑑み、最終処分地が遅

滞なく確実に選定されるよう、最終処分場の安全性や地域振興の効果などについて国民

の十分な理解を得るため、国が主導的に取り組むこと。その際、国、原子力発電環境整

備機構及び電気事業者等は、情報公開を徹底し透明性を確保すること。また、最終処分

の責任を国が負うことを踏まえ、最終処分の具体的在り方について早急に検討すること。 

二 特定放射性廃棄物の最終処分は極めて長期にわたる事業であるため、より安全な処

分技術の確立に努めるとともに、安全規制について必要に応じて見直しを行うこと。ま

た、諸外国と連携の下での処理・処分に関する技術開発等についても検討を行うこと。 

三 原子力政策の遂行には安全の確保と国民の信頼が重要であるため、データ改ざんや

隠ぺい等の不正行為が二度と起こることのないよう、より実効性の高い検査制度を構築

するなど、原子力の安全対策に万全を期し、よって地元住民を始めとする国民の信頼回

復に一層努めること。 

  右決議する。 


